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プラットフォームによる開発体制の

意義と課題

中原秀登 
1 はじめに 
90年代まで順調に推移し，日本経済を牽引してきた製造業の付加価値
額の停滞にみられるように(図 1) ，日本経済は依然として厳しい状況
にある。付加価値を高め，産業の競争力を強化していくため，ひいては
日本経済を活性化するためには，新製品や高付加価値製品を開発するこ
とが，さらにその前提として研究開発や技術開発が不可欠となる。これ
は，新製品の開発などイノベーションへの取り組みを事業競争力の源泉
として位置づけ，そのため企業の創造的活動を戦略的に推進することが
不可欠であるとも換言される。
ところで，新製品の開発など企業の創造的活動を促す研究開発投資を
図 1 製造業の付加価値額の推移
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資料)経済産業省『工業統計表』より作成。 
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みると， 2000年に入って研究開発支出の伸びは回復しているものの，営
業利益の伸びに比べて高くなく，研究開発の効率性は低下する結果と
なっている九これは，企業の研究や技術開発の成果が製品化や事業化
へ必ずしもスムースに結びついていないことを示唆するものである。そ
れは，一つに今日の不確実な経営環境の中で，持続的な事業成長へ結び
つけていくようなコア技術の開発や構築を中心とした技術戦略の策定を
はじめ，研究や技術開発の成果をスムースに事業化へ結びつけていく事
業コンセプトの策定などトータルなマネジメントの視点が欠けているこ
とによる2)。
いずれにしても新製品の開発などイノベーションとして事業競争力の
原動力となる開発活動は，単なる開発部門における開発成果の創出に係
る問題というよりも，明確な製品や事業コンセプトの設定に基づき，そ
れを実現していく経営戦略と一体化した技術戦略としてマネジメントし
ていくことに係る重要な問題といえる3)。
また潜在化した将来の市場ニーズを見据えた製品や事業コンセプトの
設定に基づき，かっ製品化や事業化と密接に関連づけられる新製品の開
発においては，既存の枠組を超えた新たな要素技術との関連づけが不可
避となり，それら多様な要素を効率的に活用しうるオープンな開発シス
テムの構築が大きな課題となってくる。なかでも近年，単一の要素技術 
1 )過去 5年間の累積営業利益に対する累積社内使用研究費の比率を表わす研究
開発の効率性の推移をみると， 80年代半ばの300%台に対して， 90年代後半の 
160%台， 2000年代半ばでやや回復しつつあるが170%台で依然として停滞し
ている。拙稿「技術経営における開発提携J r千葉大学経済研究』第23巻第 1
号， 2008年6月， 17~18頁。 
2 )企業の研究開発が利益に結びつかない要因分析については，安部忠彦「なぜ
研究開発投資が利益に結びつきにくいのかJr研究レポート』富士通総研経済
研究所， No.178，2003年を参照。 
3 )イノベーション・プロセス全体のマネジメントを重視した技術戦略について，
技術経営の視点からの考察として，拙稿，前掲稿を参照されたし。 
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のみでなく，関連する多様な要素を戦略的に活用し，コスト的にもス
ピードの上でも競争力ある開発活動を展開していく中で，それに係る多
様な要素を集結し 共用していく開発基盤としてプラットフォームが重
要な意義をもちつつある。ちなみにサーバ， PC，携帯電話，情報家電，
車やセンサーなど多様な要素がネットワークで接続され，それらが有機
的に連携し合う中で 新しい高付加価値なサービスが次々と創出される
ユピキタス社会では，それらの要素を個別に開発するのではなく，共通
のプラットフォーム上で開発することで，迅速かつ低コストで信頼性の
高い開発が期待されている。
そこで本稿では，まずは新製品の開発などイノベーションの実現を，
事業コンセプトの設定に基づき研究開発から製品化や事業化へスムース
に結ぴつけていくイノベーション・プロセスの観点から考察する。そこ
から，イノベーションに係る製品開発にとって技術情報やニーズ情報を
はじめ，開発部門や生産，販売など多様な部門との関係づけが必要とな
ることをみていく。次いで，製品開発などの創造的な活動を効率的に推
進していく開発システムとして 特定の開発目的に係る技術情報や部門
など多様な要素を共通の場に集結し，分業関係による効率性の追求，あ
るいは製品開発によりイノベーションを活性化していく開発基盤として
のプラットフォームに注視し，その開発上の役割と必要性，および開発
体制の特徴についてみていく。さらにプラットフォームにおける開発上
の課題とそれへの対応を通して，その開発マネジメントについて考察し
ていく。 
2 イノベーション・マネジメント 
1 )イノベーションの主導
イノベーションは，知の創造や活用を通して新たな価値を経済社会に
もたらす活動を表わす。一般に創造的な活動としてのイノベーションは， 
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主として企業による新製品の開発や新サービスの導入，新市場の開拓，
新しい組織形態の出現などを示唆する4)。これらイノベーションの成果
が，独創的で，経済社会に新しい価値をもたらすほど競争優位を確立す
ることができることから企業成長の主要な要因と考えられている。イノ
ベーションは，また企業の競争力を強化するばかりでなく，国の経済成
長をもたらすことから イノベーションの推進を単に企業活動に委ねる
のではなく，国全体としても様々な取組がなされている 5)。
このように競争要因としてイノベーションが重視されるほど，イノ
ベーションの源泉として知の創造や蓄積に携わるイノベータがその中心
的な担い手として注目されることとなる。その中で，例えば製品開発の
主導権について，ヒッペルは科学機器産業の場合，ユーザー主導による
イノベーションが77%もあることを明らかにし，必ずしもメーカーだけ
でなくユーザーもイノベーションを主導することを明らかにしている6)。
またイノベーションの主導権が同じく顧客や市場ニーズにあることにつ
いては，クリステンセンをはじめ， ドラッカーやハメルなどのt旨自商にも
みられる7)。あるいはコンビニなどの調査から，小川はイノベーション
に必要な情報として技術開発やニーズ情報に加えて小売販売情報のある
ことを指摘し，消費財については流通企業が開発を主導することを示し 
4 )シュンベーター著，塩野谷祐一・中山伊知郎・東畑精一訳『経済発展の理論
(上)j岩波書店， 1977年， 180~185頁。 
5)第 l期・第 2期科学技術基本計画により向上した日本の科学技術力を，さら
に第 3期科学技術基本計画 (2006年3月)において，経済社会の広範な分野
で日本発のイノベーションの実現を通して社会に還元し，日本の持続的成長
を確実なものとする取組を強調し，イノベーションを生み出すシステムの強
化などがうたわれている。また2006年には，総合科学技術会議において日本
社会の活力と経済成長に貢献するイノベーションの創出に向けた「イノベー
ション創出総合戦略Jが取り纏められている。 
6) von Hippel，E.，“The dominant role of users in the scienti五cinstruments in-
novation process"，Research Policy，Vol.5，No. 3，1976，pp. 212-239. 
7)拙稿，前掲稿， 11頁を参照されたし。 
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ている 8)。ここに，イノベーションとしての製品開発の主導権は，メー
カーやユーザーをはじめ，流通企業まで広範に捉えられ，イノベーショ
ンには広範な要素が関わることとなる。いずれにしてもイノベーション
は，単にメーカーだけでなく，ユーザーや流通企業など多様な部門活動
およびそれら部門情報の相互作用と相侯って主導され，実現していくも
のである。
ついで，イノベーションの活動主体の動機については，小川の指摘す
る「期待利益仮説」ゃ「情報の粘着性仮説Jによって説明される 9)。す
なわちイノベーションの活動主体に生じる期待利益の関数を通して説明
する期待利益仮説によると，メーカーがオンリーワンの技術をもち，
ニーズ情報を容易に把握，理解できるなどの状況で，イノベーションか
ら生じる期待利益がユーザーよりメーカーにとって大きい場合，メー
カーがイノベーション活動を主体的に行うこととなる。逆に，ニッチ市
場などで簡単な技術やノウハウにより製品やサービスが開発される状況
で，イノベーションによるユーザーの期待利益が大きい場合，ユーザー
がイノベーション活動を主体的に行うというものである。
ただしこの仮説では ユーザーとメーカーの共同によるイノベーショ
ン活動の存在が想定されていず，またイノベーションによる期待利益は
必ずしも経済的な同一基準で測れないといった問題が存在する。しかし
ながらこの仮説により イノベーションが保有技術力や技術の内容およ
びニーズ情報など多様な技術情報，および部門間の相互関係によって生
じることが理解される。
かわって情報の粘着性仮説とは，ヒッペルにより「情報の所与の受け
手が，その単位の情報を使用可能な形で共通の場所へ移転するのに必要 
8)小川進『イノベーションの発生論理』千倉書房， 2007年， 40~46頁。 
9)小川進，向上書， 23~37頁。 
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とされる費用Jと定義されたイノベーションに係る情報の移転や利用コ
ストに基づいてイノベーションの主体動機を説明するものである10)。す
なわちイノベーションの中で製品開発に必要な情報は，製品のユーザー
ニーズに関する情報で，ユーザーの活動場所で生まれるニーズ情報と，
ユーザーの望む機能を実現する技術力や技術開発に関する情報で，メー
カーの活動場所で生まれる技術情報に大別される。ニーズ情報を把握す
るには，情報の発生する活動の背景についての知識が必要で，そのよう
な知識はニーズの発生する活動に参加することによって獲得することが
できる。そのため情報の移転コストとしての粘着性は，ユーザーの活動
場所の多様性やニーズの背景知識の複雑さ および移転する情報量や情
報の種類に依存することとなる。
一般にメーカーにとって，ユーザーニーズが多様でその背景の知識が
複雑なほど，それらを把握，理解し，対応していくことが困難となり，
情報移転や利用の費用は高くなるためニーズ情報の粘着性は高くなる。
したがって製品開発に不可欠なニーズ情報が，多様なユーザーの活動場
所へ複雑にへばりついた粘着性の高い場合，そのような情報の移転や利
用コストは高くなり，情報を製品の開発に活かせるのはユーザー自身と
なり，ユーザーが製品開発の主体となりやすくなる。
他方で，技術情報を把握するためには，単に技術情報を収集するだけ
でなく，技術情報の背景にある科学技術的な知識が必要となる。そのた
め技術情報の粘着性は，個々の要素技術や技術相互関係の複雑さ，技術
の背景となる科学技術的知識の多様さなどに依存する。一般にユーザー
にとって，技術情報の内容を把握，理解することが困難で，情報移転や
利用のコストは高くなるため技術情報の粘着性は高くなる。したがって 
10) von Hippel，E.，“Sticky Information and the Locus of Problem Solving: Impli-
cations for Innovation"，Management Science，Vol.40，No. 4，1994，pp. 429-439. 
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製品開発に不可欠な技術情報が，特定のメーカーの活動場所にへばりつ
いて粘着性の高い場合，そのような情報の移転や利用のコストは高くな
り，技術情報を製品開発に活かせるのはメーカー自身となり，メーカー
が製品開発の主体となりやすくなる。このように情報の粘着性仮説は，
イノベーションのーっとしての製品開発に関して，それに係る技術情報
やニーズ情報がどの程度移転・利用可能かの移転コストを基に，イノ
ベーションがどこで生じやすいかを示すモデルである。
いずれにしても技術情報やニーズ情報など多様な情報，およびメー
カーやユーザーなど多様な部門の相互関係からイノベーションとしての
製品開発が説明される。したがって技術情報やニーズ情報およびメー
カーとユーザーを中心に，多様な情報や部門相互の関係の中でイノベー
ションとしての製品を開発していくことが重要な課題となる。そのため
にもイノベーションの担い手としての企業は，多様なニーズ情報や技術
情報を理解するための情報収集や部門間の連携を活発にし，開発活動へ
迅速に活用していくことが重要な課題となる。なかでも新規事業を競争
力ある事業として展開していくためにも，差別化された独自の価値を創
造していく，すなわち市場に対して画期的な新しい価値を創造していく
市場情報や技術情報を収集していくとともに，事業化に際して開発，生
産，購買や販売など関連する部門を全体最適に機能させるよう統合した
開発基盤づくりが必要となる。 
2)イノベーション・プロセスのマネジメン卜
新製品の開発などイノベーションを通して経済社会的に新たな価値を
創造していくには，単に研究開発だけでなく，研究開発の成果を製品化，
事業化し，市場へ結びつけていくことが必要となる。そのためイノベー
ションの実現に向けては，企業の将来進むべき方向を示した製品や事業
コンセプトの策定をはじめ，その実現のための研究開発，開発成果の用 
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途や顧客も特定され，ターゲットとする市場や顧客への販売が確定され
た製品化への活用 および製品の生産や販売などの組織体制が確定され
た事業化までのイノベーション・プロセスをスムースにマネジメントし
ていく必要がある。
具体的にイノベーション・プロセスは，斉藤によると叫，図 2のよう
に事業コンセプトの策定およびそれを実現するプロセスとしてのフロー
層と，その遂行において活用される経験的知識，技術力や経営ノウハウ
の他，研究開発により導出される科学技術的知識の蓄積されるストック
層から構成される。ストック層で蓄積される科学技術的ないし経験的知
識，技術力や経営ノウハウは，フロー層の遂行においてその都度活用さ
れ，その成果が再びストック層にフィードパックされ，蓄積されること
でイノベーションが連鎖的に生じる。すなわちフロー層において，対象
となる市場ニーズの把握や課題の発見がなされ，課題を解決するために
設定された事業コンセプトの実現に向けて研究開発や設計がなされる。 
図 2 イノベーション・プロセス
-技術情報・ニーズ情報・科学技術的知識・経験的知識
-技術力・経営ノウハウ
知識・技術ノウハウ 
11)斉藤富士郎「研究開発フロー&ストック・ダイヤグラムに基づいたエレクト
ロニクス企業における開発過程の研究J r研究技術計画』研究・技術計画学会， 
Vol.18，No 1 /2，2003年， 75~90頁。 
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開発した技術や製品の事業化を通して，新しい用途や追加すべき機能な
ど技術や製品の付加価値をレベルアップしていくようなユーザーの反応
が分析され，それに対応する新たな開発や事業化により次なるイノベー
ションが連鎖的に生じる。またフロー層では，単に自社で蓄積した既存
の科学技術的知識や経営ノウハウだけでなく，外部の高度な科学技術的
知識やニーズ情報もその都度活用され フィードパック機能により再び
それらの成果が蓄積され，ストック層の質が向上することとなる。
このようにイノベーションを持続的に実現するには，研究開発だけで
なく，市場ニーズの把握や分析を踏まえた事業コンセプトの策定に始ま
り，それを実現するために必要な知識や技術を研究開発により創出し，
具現化した製品やサーピスを事業化し，さらに市場導入した製品やサー
ビスが，新たな市場ニーズとなって新しい事業コンセプトを再構築する
というプロセスをスムースにかつ持続して展開していかなければならな 
¥;'0 
まさにこれら市場ニーズに裏打ちされた事業アイデアを事業価値に変
換するイノベーション・プロセスを効率的にマネジメントしていくこと
が，イノベーションの持続的な促進にとって重要な課題となる。その意
味で，イノベーションの実現にとって研究開発の成果が創出されてから
その活用を考えるのではなく，事業化までの広範なイノベーション・プ
ロセスの観点から開発成果の創出やその活用を考えることが重要となる。
またイノベーション・プロセスを効率的にマネジメントしていく上で，
フロー層での各局面はもとより，その遂行においてその都度活用され，
フィードパックされるストック層とを有機的に連携していくことが重要
となる。しかもフロー層での市場分析をはじめ，ストック層で科学技術
的知識を蓄積する上で，広く社会に存在する外部の技術情報やニーズ情
報を収集，活用するシステムを構築することが重要となる。
いずれにしても製品の開発からその事業化というイノベーションの遂 
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行に当たっては，市場ニーズの把握や課題の発見に基づく事業コンセプ
トの策定から，それを実現していく研究開発，製品化，事業化といった
種々の局面をスムースに展開していくとともに それらに有用な情報や
知識，ノウハウを絶えず、活用し，フィードバックしていく有機的な連携
システムを構築していくことが重要な課題となる。なかでも開発活動に
おいては，単に研究開発部門だけでなく，設計，生産，販売部門などと
も連携し，より広範な観点から情報の収集，活用の図られる効率的な開
発システムづくりが必要となる。 
3 プラットフォームでの開発 
1)プラットフォーム
持続的な効率性の追求やイノベーションの実現をめざし，それに関連
する多様な要素の連携するシステムとして， I産業集積」ゃ「クラスターJ
があげられる。関連する産業間での協調的な連携を通して効率性の追求
を重視するシステムが産業集積であり 地理的に関連する産業が集中す
ることで経済的な効率性を追求する観点から捉えられることが多い。そ
れに対して，連携した関連する要素間での競争を通してイノベーション
の推進に焦点を当てたシステムがクラスターであり，クラスター内部で
の連携と競争によりイノベーションを推進するダイナミズムに焦点が当
てられている12)。これら産業集積やクラスターでは，関連する多数の産
業や企業が特定の地域や場所に集中し，その場所での活動が産業や企業
に対して有利な要因となることで，単独では追求できない効率性や新し
いアイデアの創出とそれに基づくイノベーションの推進が論じられる。 
12)産業集積とクラスターの特質については，拙稿「研究型産業集積における中
小企業の開発戦略J r千葉大学経済研究』第18巻第 1号， 2003年6月， 33~36 
頁，同「産学連携による技術移転J r千葉大学経済研究』第21巻第 1号， 2006 
年6月， 4 ~ 5頁を参照されたし。 
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これら産業集積やクラスターの他に，特定の目的を共有し，それに関
連する多様な要素を特定の場に集結し，目的の実現を図っていくシステ
ムとしてプラットフォームの概念があげられる。これを，開発効率性の
追求や新たな開発成果に基づくイノベーションの推進という特定の開発
目的に関連する多様な要素を共通の場に集結し，開発活動を行っていく
のがプラットフォームでの開発である。すなわちこれまで個別に独立し
て行われていた開発活動を，開発コストの軽減や開発のスピードアップ
など開発効率性の追求 ないし新製品の開発など特定の開発目的に関連
する共用性ある多様な要素が共通の場に集結し，協働関係により開発を
行っていくことがプラットフォームでの開発である。したがってプラッ
トフォームでの開発は，特定の開発目的に関連した様々な要素が投入さ
れる共通の開発基盤での開発活動である 13)。
いずれにしてもプラットフォームでの開発とは，開発要素間での依存
関係が強くあるいは開発が複雑で開発の規模が大きく，個別の開発要素
や部門， 1企業で全て開発するには負担が大きく，効率性の劣る特定の
開発テーマに対して，関連する要素が多様に集結する共通の開発基盤に
おける開発活動である。 
2 )プラットフォームでの開発機能
特定の開発目的に関連する多様な要素が集結する共通の開発基盤とし
てのプラットフォームでは，図 3にみられるように 4つの機能が発揮さ
れることとなる。 
13)ローゼンブルーム/ウィリアムは，技術プラットフォームの観点から新製品
Spencer.. ]. S. and William R.Rosenbloom.の共通基盤について論じている。 
“Engines of Innovation: ιs. industrial research at the end of an era". Harvard 
Business Scool Press. 1996. 
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図3 プラットフォームでの開発機能
経営戦略
(ビジネスモデル事業)
コンセプトの策定
技術開発戦略
開発効率性に基づく
事業競争力の発揮
高付加価値製品
新製品開発に基づく
事業競争力の発揮
入 
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づ基締出の創力
発の争開業競品事製規新新く 
① 要素集結の機能
今日，社会経済的な価値を具現化するような新製品を開発するには，
キーとなる要素技術の他に 周辺技術など多様な技術情報が必要となる。
例えば，デジタルTVのサービスを実現していく上で，デジタル放送に
対応するデジタル圧縮技術や伝送技術をはじめ TV機能を向上させる 
PC関連の応用技術 インターネット技術ハードディスク技術など異
分野に存在する技術を多様に取り入れていく必要がある。またデジタル
カメラや携帯電話の製品開発には，半導体をはじめ，デバイス，ソフト
ウェア，アーキテクチャ，ネットインフラ，ネットサービスやコンテン 
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ツなど様々な要素技術が必須となるように 製品開発に向けてはそれに
関連する多様な要素技術を集結することが必要となる。
このように多様な要素技術の集結を必要とする製品・サービスの開発
に当たっては，多くの関連する技術情報などの要素を共通の開発基盤に
一括して集結し，活用する機能が，プラットフオ」ムでの第 lの開発機
能としてみられる。イノベーションという新たな価値を創造するために
は，それに必要な技術情報はもとより，顧客や市場情報など多様な要素
を集結し，活用する必要がある。まさに新たな価値の創造という特定の
目的に関連する多様な要素を共通の場に一括して集結し，開発していく
開発基盤としてプラットフォームの機能がみられる。
要素としての技術情報には，研究成果としての論文や特許はもとより，
研究者が経験値として持っている研究ノウハウやアイデアまでもが含ま
れる。すなわち技術情報には，言語や数式を用いて明示的に表現され，
広く伝達，拡散することの可能な論文や特許はもとより，基本的には広
く伝達することが困難な性格を有し，特定の「場」での直接のコミュニ
ケーションを通して伝達，拡散される性格のもので，個人の主観や経験
に基づく洞察，直感，勘といったノウハウやデザイン等までもが含まれ
る。このように製品を開発する上で，論文や特許などの技術情報はもと
より，なかでも研究技術者の試行錯誤の学習を通して問題解決の能力向
上が図られる技術情報や，独自な改善を積み重ね過去のデータやノウハ
ウが反映され，ブラックボックス化された技術情報など研究技術者との
密接なコミュニケーションを通してはじめて活用される技術情報など14)
多様な要素の集結や活用が求められ，そのコミュニテイの基盤としてプ 
14)米国での大学の研究成果の移転方法として，論文や特許の他，会話や学会も
同様に取り上げられており，コミュニケーションによる技術移転の方法が重
要であることが分かる。科学技術庁科学技術政策研究所『全国イノベーショ
ン調査統計報告J2004年12月， 87頁。 
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ラットフォームは機能することとなる。いずれにしてもプラットフォー
ムを通して，特定の開発目的に関連する必要な技術情報など多様な要素
を共通の開発基盤に集結し，活用することが可能となる。 
② 開発効率性の機能
プラットフォームでの開発における第 2の機能として，高度で複合的
な開発活動あるいはイノベーション・プロセスにおいて，それらに関連
する多様の専門的な知識技術や部門が集結し それら要素聞での分業
やスケールメリットを通して，開発や事業化のスピードアップ，コスト
ないしリスク軽減などの効率化をもたらす機能があげられる。すなわち
高度でかつ複合化が進展する開発領域において それに関連する専門的
な要素技術や人材などの要素を共通の開発基盤としてのプラットフォー
ムに集結し，要素間で分業を図ることで，重複の開発や事業化活動が回
避され，あるいはスケールメリットが発揮され，単独の要素技術ではで
きない開発や事業化のスピードアップ，開発コストないしリスクの軽減
などの効率性が追及され，さらにそうした開発効率性に基づく事業競争
力の効果が期待される。
例えば， 3G化に伴う開発工数の増加に対する高機能化のための開発
リードタイムの管理が重視される携帯電話の開発において， LSIや受動
部品をはじめ，論理回路，カメラ，液晶パネルなどの要素技術を個別機
種ごとに開発していたのでは開発効率性が低下し，また要素技術の開発
成果が他の機種に活用されず，開発投資を回収することも難しくなる。
そのため，多機種間で設計開発を共用するなど要素技術をプラット
フォームで開発することによって 無駄な開発コストを増やすことなく
多機種のラインアップを効率的に開発し 競争力を発揮していくととも
に，効率化によって浮いた資源を新規の開発分野へ投入するなどの効果
が期待される。
このようにプラットフォームでの開発では，複雑でシステム的な製品 
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開発において，特定の専門領域に特化した要素間での分業による絞込み
の開発を通して，迅速かつ重複投資の回避によるコスト削減などの開発
効率性の効果が発揮される。なかでも共用性の高いプラットフォームで
の開発を有効に活用することで，多品種の製品を低コストかつ迅速に導
入しうる事業競争力の発揮が期待される。
例えば，それはTVの開発において，多機種に同じLS1を核とする共
用性の高い回路基板を開発した後，ソフトウェアの取捨選択により要求
される機種を多様に作るとともに，開発期間の短縮化や開発費用の軽減
を同時に追及していく「シャーシ共通化」の考え方にも既にみられる 15)。
あるいはロボット開発では，これまで機構設計などハードウェアの構築
から，それを制御するソフトウェア，また操業するためのインターフェ
イスまで全ての開発を行っていくには時間的にも費用的にも大きな問題
があった。それに対して，ロボット開発に必要な要素技術として日本 
SG1と電気通信大学で開発したロボットの研究開発用プラットフォーム
を開発し，活用することで，ロボット開発での基本的なハードウェアや
ソフトウェアの開発に係るコストや時間を軽減するとともに，それ以外
のロボットの要素技術や未来の専門的な研究テーマに専念できるなど，
より効率的かっ高度なロボット開発の効果が期待される16)。
またナノ世代のLS1の開発に対して「あきる野テクノロジーセンター」
をプラットフォームとして，そこにLS1の開発から，設計，製造まで 
LS1に関連する要素を集結させ 先端研究と事業化を一体化して開発に
取組んだ結果，次世代LS1の開発や事業化までの時間を短縮化した富士
通のケース17)，生産，販売，物流などの分業が進展し，関係取引先を含 
15)r日経エレクトロニクス』日経BP社， 2006年4月24日， 99頁。
16)日本SGr株式会社，プレスリリース， 2005年6月27日。
17)村野和雄「富士通研究所のイノベーション J r技術と経済』佃科学技術と経済
の会， 2008年7月号， 8頁。 
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めたサプライチェーン全体に係る複数の企業がプラットフォームでの開
発に集結し， 1企業のみで追求困難なロジステックの効率化や合理化に
向けたトータルな開発システムの確立に取組んで、いる日立グループの
ケース18)などがみられる。
いずれにしても大規模で複合的な開発や事業化の活動に対して，それ
に関連する専門的な人材，技術や部門など多様な要素を集結し，分業関
係を図っていく共通の開発基盤としてのプラットフォームでの開発は，
開発領域をはじめ 事業化領域全体としてのスピードアップやコストの
軽減などで効率性を追及し，開発や事業競争力を向上していく機能を有
している。 
③ イノベーション促進の機能
プラットフォームでの第3の開発機能として，イノベーションの促進
があげられる。イノベーションの源泉となる新しい知識や独自の差別化
技術を創造していく上で，研究技術者のコラボレーションや多様な知識
の組み合わせが必要となる。すなわち独創的な知識の創造や新製品の開
発などのイノベーションを促進するには，固有の技術ノウハウを保有す
る多様な研究技術者のアイデアや技術情報を組み合わせ，シナジー効果
を発揮していくことが必要となる。まさに特定の開発目的に関連する多
様な人材や技術情報，部門などの要素が共通の開発基盤としてのプラッ
トフォームに集結することで，自ずと既存要素の枠組みを超えた新たな
要素と接し，それらの擦り合わせによる高付加価値のあるいは新製品開
発などのイノベーションが促され，さらにそれら高付加価値ないし新製
品の開発に基づく事業競争力発揮の効果が期待される。その意味で，プ 
18)野本孝司ほか「ロジステイクスワンストップソリューションの実践J r日立評
論jVol.89，No 7 2007年7月， 28~31頁。中村秀・大畠麻里子「物流改革
を真の総合力で支える
， 
ロジステイクストータルソリューション J r目立評論J 
Vol.88，No 7，2006年7月， 38~41頁。 
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ラットフォームでの開発は，多様な要素の交流や組合せを通してイノ
ベーションとしての新知識や新製品を生み出す共通の開発基盤といえ
る19)。またこうしたイノベーションの促進機能に優れたプラットフォー
ムでの開発は，それに関連する有用な人材や技術情報などの要素を指数
関数的に集結し，それらを有効に活用し合う協働の場であるとも換言さ
れる。
それは，例えば市場に合った多様な技術的課題を解決し，事業競争力
を発揮していくために顧客と研究スタッフといった異質の要素が一緒に
なってシナジー効果を発揮していくよう40以上ある接着・研磨・不織布
など汎用性の高い技術開のプラットフォームにおいて製品開発に取組ん
でいる住友スリーエムのケース20)や ハードディスクの高い技術力やノ
ウハウを保有する目立GSTをはじめとした日立グループによるプラット
フォームでの協働開発により，差別的な高付加価値のハードディスク付
プラズマTVの開発につなげたケース21)などがみられる。
いずれにしても特定の開発領域に関連する多様な専門的技術や人材，
情報などの要素が共通の場に集結する開発基盤としてのプラットフォー
ムでの開発を通して 集結したそれら要素聞の協働による独創的な知識
の創造や高付加価値の製品開発といったイノベーションの促進，ひいて
は開発や事業競争力を向上していく効果が期待される。 
④ 	開発の苗床機能
その他，プラットフォームでの第4の開発機能として，集結する技術 
19)フロリダは，多数の産業や企業が特定の地域に集中する産業集積の特徴を知
識創造や学習の場としての観点から論じている。R. Florida，“Towards the 
learning region"，Futures，Vol.27，NQ5，1995，pp. 527-536. 
20)経済産業省産業技術環境局編『未来を創るイノベーション』働経済産業調査
会， 2007年， 62頁。 
21)中村道治 121世紀の技術経営J r技術と経済』紛科学技術と経済の会， 2007年 
1月号， 7頁。 
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や人材，情報など異質な要素の融合を通して特定の開発領域以外での新
たな技術アイデアを育む苗床機能があげられる。多様な要素の集結する
プラットフォームでは，既存の開発領域以外での異質な技術や人材，情
報に接しやすく，それら異質な要素との融合により，既存の研究開発を
深めるヒントを得たり，新しい研究開発の萌芽や技術シーズ，潜在的な
市場ニーズの発見など新たな開発アイデアや開発成果を育む苗床機能が
期待される。これも，プラットフォームでの開発が単に特定の開発領域
に関連する要素の組み合わせによる新知識の創造や製品開発などのイノ
ベーションを促進していくのみならず，異質の要素を集結し，融合する
ことから，既存の開発領域以外での新たな開発アイデアを育み，それに
基づく新製品の開発や新規事業を通して事業競争力を発揮していく面床
機能を有していることを意味している22)。例えばそれは， r開かれた場」
をコンセプトに，これまでグルーフ。内で、培ってきた幅広い分野の異種技
術を融合，融知し，新しい技術領域の創出を通してライフサイエンス事
業などの新規事業を展開するため 幅広い領域を専門とする600人余り
の同社の技術者をはじめ，グループ会社や外部の研究機関をプラット
フォームとしての「富士フィルム先進研究所Jに集結し，研究開発に取
組んで、いる富士フィルムのケース23)がみられる。
なかでも今後，科学と技術の相互作用が強くなり，かっその間でのシ
ナジー効果が求められる開発領域では，単に既存技術を組み合わせるば
かりでなく，新たな科学的原理を取り込んだ新しい技術成果に基づく製
品開発をめざさなければならなくなっている。まさに多様な要素の集結
するプラットフォームでは，そうした科学的原理に裏打ちされた異質な 
22)異質融合による新たなアイデア創出については，以下の文献を参照。 Shapero， 
Albert.，“Mαnaging Pr， The Free Press A Division of Mac-俳ssionalPeople" ， 
millan，1985. 
23)経済産業省産業技術環境局編，前掲書， 66頁。 
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技術情報が集結し，融合されることから，既存の開発領域以外での科学
的原理を踏まえた新たな開発アイデアなどを育む苗床機能が発揮され，
将来の多様な市場ニーズへの柔軟な対応の可能な新製品や新規事業の創
出効果が期待されることとなる。この点でもプラットフォームでの開発
は，単に特定の開発領域に関連する技術情報や人材など要素の量的拡大
をもたらすばかりではなく，将来の新しい経営や開発環境へ柔軟に対応
すべき新しい開発アイデアを育む異質な要素を集結する質的拡大をもた
らすこととなる。
いずれにしても特定の開発目的に関連する多様な要素が共通の場に集
結するプラットフォームでの開発は，多様な要素の集結を促す機能をは
じめ，集結した要素間での分業関係により効率性を追求する機能，要素
の組み合わせによる新知識や高付加価値の製品開発などイノベーション
を促す機能，および異質な要素の融合による新たな開発アイデアを育む
苗床機能をもっO またこうしたプラットフォームでの開発機能を発揮す
ることは，特定の開発目的に関連して集結する共通の開発基盤としての
プラットフォームへより多様で異質な要素を集結し，それらを活用し，
開発効率性，製品開発や新規事業の創出を通して製品や事業競争力を発
揮していく評価をさらに高めていくこととなる。 
4 プラットフォームでの開発の必要性
関連する多様な要素を共通の場に集結し，効率性の追求や製品開発な
どイノベーションを実現していく共通の開発基盤としてプラットフォー
ムがあげられる。では，どうしてイノベーションに関連する多様な要素
を集結し，活用していく共通の開発基盤としてプラットフォームが求め
られるのであろうか，その要因について改めてみていこう。 
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1 )イノベーション・プロセスのマネジメン卜
第 lは，多数の要素や部門活動からなるイノベーション・プロセスを
開発の観点からトータルにマネジメントしていく要因からである。製品
開発や新規事業の創出などイノベーションの実現に際しては，単にイノ
ベーションの原動力である研究や技術開発ばかりでなく，製品化や事業
化に至るまでのイノベーション・プロセスに係る種々の専門能力や部門
の関連づけを必要とし かっそれらを統合してスムースにマネジメント
していくことが必要となる。
このように技術アイデアを事業化し，イノベーションを実現していく
上で，関連する技術情報はもとより，事業化に至るまでの広範な部門な
ど多様な要素を集結し，マネジメントするための共通の「場jの整備が
必要となる。まさにイノベーションという開発に関連する多様な要素を
集結し，それらを共通の場で総合してマネジメントしていく開発基盤と
してプラットフォームの必要性が高まる。例えば それは研究開発と事
業化の距離を近づけ，死の谷を克服してスムースにイノベーションを実
現していく上で，事業活動全般を総合的に推進していくため2003年に導
入したプラットフォームというべき「総合プロデユース制度jの下で，
他社技術との比較，市場動向の分析，マーケテイングなど多様な視点か
らデバイスや環境エネルギーなど様々な開発テーマについて商用化や事
業化に向けた開発を行っているNTTのケース叫がみられる。 
2 )ビジネスモデルのオープン化
第2は，外部要素との多様な連携を必要とするオープンなビジネスモ
デルに対応した技術戦略を実現していく要因からである。イノベーショ 
24)井上友二 iR&DレボリューションJWNTT技術ジャーナル.12004年4月号， 
14~21頁，曽根岡昭直「革新的な新ビジネス創造を目指すピジネスクリエー
ションJfNTT技術ジャーナルJ2005年10月号， 8頁。 
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ンの実現にあたっては，今日市場との関係の中でどのような製品を扱い，
誰を顧客とし，どのような仕組みで，どこから利益を得るかをモデル化
したビジネスモデルの策定と，そのための技術的手段としてどのような
技術を開発，調達し，既存技術と組み合わせていくかを明確に策定した
技術戦略との整合性の中で開発活動に取組んでいくことが大きな課題と
なっている。
特にメインフレームからパソコンへと主役が交代するコンピュータ産
業において，半導体の生産から基本ソフトやアプリケーションソフトの
開発，周辺機器の生産，販売までを全て自社で行うクローズドな垂直統
合型のビジネスモデルに代わって，半導体や基本ソフトなど特定の製品
やサービスに特化し，当該分野の開発や生産を専門的に行うオープンな
水平分業型のビジネスモデルをもっ企業が主導権を握るようになってい
る。つまりパソコン，デジカメ， DVDプレーヤー，薄型TVといった
オープンな企業間分業の進んだデジタル機器産業に代表されるように，
コアとなるプロセッサやキーデバイスをはじめ，多くの構成要素が標準
品として別々の企業を通じて供給されており，今や特定の技術や構成要
素の担い手企業だけに必ずしも価値が独占されにくくなっている。その
ため単独の要素技術だけでは困難な製品やサービスの開発はもとより，
生産，販売といった事業化プロセスを全て自社の枠組みで固定して展開
していく自己完結的なビジネスモデルではなく 事業化プロセスの全体
最適な観点から自らの能力や守備範囲を超えた部分は外部と連携し，自 
25)園領は，インターネットなどオープンなネットワーク技術を活用して「オー
プン・アーキテクチャ」のビジネスモデルを採用することの必要性を主張し
ている。園領二郎『オープン・アーキテクチャ戦略』ダイヤモンド社， 1999 
年。また楠木・チェスブロウは，ハードディスク産業のケーススタデイを通
して，モジ、ユール化された製品では外部委託を積極的に行うなどオープン型
の組織運営が望ましいことを示している。楠木健/ヘンリー .w.チェスブ
ロウ「製品アーキテクチャのダイナミック・シフトJ藤本隆弘/武石彰/青
島矢一編著『ビジネス・アーキテクチャ』有斐閣， 2001年， 263~285頁。 
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社の競争力を発揮していくオープンなビジネスモデルの意義がイノベー
ションの実現にとって大きくなっている25)。
そうした中で，ビジネスモデルを実現する技術的手段としての技術力
の調達と活用については，これまでも確かに技術導入を中心に共同開発
など外部の技術や開発力の活用が行われてきた。しかしながらそれは，
自社で保有・蓄積してきた自社技術を中心に据え，その延長線上でそれ
を補完するものであり あるいは外部開発力の活用によって確立した技
術力を占有的にコントロールしようという自己完結型のクローズドなビ
ジネスモデルに基づく技術戦略であった26)。その結果，自社内での効果
的な垂直統合型の技術戦略が重視されてきた2初7の)
しかしながら近年でで、は，技術・製品開発において自社以外の様々な企
業によって標準品として要素技術が提供されるようになってきている。
そのため，企業間分業を図るべきオープンなビジネスモデルに基づき，
外部の多様な要素技術を集結し，活用しうる共通の開発基盤としてのプ
ラットフォームの必要性が高まっている。なかでもバイオやナノテクノ
ロジーなど技術融合が進展し 開発サイクルが短縮する開発領域におい
ては，これまでのクローズドなビジネスモデルに沿った従来のフルライ
ンアップ型や横並ぴ型の技術戦略では 結局は自ら保有する要素技術や
開発要員などの要素を拡大する企業体力の勝負となってしまい，多様な
要素の活用を通して本質的な差別化をもたらす競争優位な技術戦略の策
定が軽視されかねない。そのためにも まずは従来型から脱却するよう
なビジネスモデルを策定し，その実現に向けて必要な要素を多様に活用 
26)企業の開発戦略において，外部開発力の活用がこれまで占有化可能な自前の
開発力に基づくクローズドな開発体制を重視していたことについては，拙著
『研究開発のグローパル戦略』千倉書房， 2000年， 56~58頁を参照されたし。 
27)垂直統合型の開発体制の中で，完成品メーカー内部でのプラットフォーム戦
略については，クリシュナン/グプタの論文を参照。 Krishnan，Vand Gupta， 
s.，“Appropriateness and impact of platform-based product development"， 
8.-6pp. 52 1.200，No. 1，Vol.47，Management Science
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しうる共通の開発基盤としてプラットフォームを構築した上で，差別的
なコア技術を構築していく技術戦略の策定が不可欠となる。
いずれにしても現在，イノベーションを効果的に推進していく上で，
単なる企業内で保有する知識や技術だけではなく，社外の優位な知識や
技術をはじめ，顧客や取引先情報など多様な要素を活用しなければなら
ず，それに即したオ}プンなビジネスモデルを策定し，それに沿って知
識や技術など多様な要素を一元的に集結し，活用する技術戦略の策定が
重要となっている。まさにこうした自社の枠組みを越えて多様な部門や
組織などと連携してイノベーションを実現していくオープンなビジネス
モデルに相応しい技術戦略を遂行していく上で，自社内外の多様な知識
や技術などの要素を共通の場に集結し 活用する開発基盤としてプラッ
トフォームの整備が求められることとなる。 
3)経営戦略と一体化した技術戦略
第 3は，ビジネスモデルと同様，経営戦略と一体化した技術戦略を効
率的に実践していく要因からである28)。元来，将来の企業成長をめざし
てどういう事業を展開するかの経営戦略上の技術的手段，とくに企業成 
28)経営戦略と技術戦略の一体化の必要性として， I企業の収益向上のため，研究
開発部門と事業部門との一体化・同期的運営など全社を一体として運営する
ことがより重要になってきたJに次いで， I各事業に広く分散する技術の融合
化，プラットフォーム化が重要になってきたJの理由があげられており，経
営戦略と技術戦略の一体化にあたっては，技術のプラットフォーム化が大き
な要因となっていることが窺われる。安部忠彦「日本の製造業におけるCTO
(最高技術責任者)の役割とその育成J r研究レポート』富士通総研経済研究
所， NQ225，2005年， 9頁。 
29) I企業理念・企業目的の実現のため，企業が創出し，かっ絶えざる再構築をな
すべき技術領域であり，事業戦略展開の中核に位置づけられるJとの山之内
によるコア技術の規定にみられるように，持続的な企業競争力を発揮してい
く経営戦略にとって，その技術戦略として中核的な要素となるコア技術の開
発が重要な課題となる。山之内昭夫『新・技術経営論』日本経済新聞社， 1992 
年， 105頁。 
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長のためのコア技術を中心とした技術開発の方向を策定したのが技術戦
略である 29)。これまで企業は 新たな機能を実現するためコアとなる要
素技術であるコア技術を軸に製品を開発してきた。今後は，さらに持続
的に企業競争力を発揮していく上で，複数の製品にわたって差別化の源
泉となるようなコア技術を効率的に開発していく必要性が高まってい
る30)。すなわち長年にわたって多様な製品で効率よく再利用できるよう
なコア技術を開発していくことが持続的に企業競争力を発揮していく
技術戦略にとって不可避となる。そのためにも，今後自社がどのような
技術分野に注力し，差別化すべき製品事業を展開するかの経営戦略と技
術戦略との整合'性を保ってコア技術を確立していく必要性が高まってい
る。
またコア技術に製品固有の製品化技術や経営ノウハウが加わってはじ
めて製品化されるとともに 製品化技術や経営ノウハウの蓄積がコア技
術を発展させる。このように製品化や事業の発展を支える強みないし得
意なコア技術の領域には，多様な要素技術が関連するとともに，基礎研
究から開発・設計・生産など多くの経営部門が携わる。それらを共通の
場に集結し，統合していく開発基盤としてプラットフォームが必要とな
る。
経営戦略と一体化した技術戦略の中での開発は，経営戦略の下で開発
の方向性を示し，開発目標を達成するために必要な関連要素や役割分担
をタイムスケジュールで示した「技術のロードマップJに沿って行われ
る。例えば，半導体分野での技術のロードマップの 1つが「ムーアの法
則」である。それに基づいて，半導体やエレクトロニクス関連の企業は， 
30)複数の製品にわたり差別化の要因となるよう自社製品のプラットフォームの
構築や活用の意義については 青島矢ー・延岡健太郎「プロジェクト知識の
マネジメント J r組織科学』第31巻第 1号， 1997年， 20~36頁においても論じ
られている。 
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開発の焦点や方向性を見失うことなく，かつ無駄な開発投資を回避し，
ある程度の開発期間までも見通して開発活動へ専念し，経営戦略を遂行
することができた。このように技術のロードマップは，経営戦略の下で
特定の開発分野に関連する要素間での対話の場として31)技術開発のコン
センサスを形成し，かっ開発の進捗を監視する役割を有する。まさに技
術のロードマップに沿って，それに関連する多様な要素技術や人材など
の要素を共通の場に集結し，活用していく開発基盤としてプラット
フォームが必要となる。それは，例えば「効率的な経営を支援するシス
テムjなどの開発理念の下で研究成果を製品に反映し，製品が市場で受
け入れられるよう経営戦略と製品開発戦略とをロードマップを通して整
合させた，いわば事業化プロセス全体の観点から技術のロードマップを
作成し，それに沿ってITシステム・サーピスや基盤技術など経営戦略
の重点分野ごとにプラットフォームでの開発に取り組んでいる富士通の
ケース32)にみられる。
ただしt支術のロードマップには マップに記されないような新しいf支
術や経営環境を見逃す問題点があるため，常に経営戦略に照らして見直
していく必要がある。そのためにも既存の事業や技術領域に縛られるこ
となく，将来の事業環境の変化へ適切に対応できるようにマップを策定
し，そのマップに沿って多様な要素を弾力的に共通の場に集結する開発
基盤としてもプラットフォームが必要となる。例えば，それは自動車，
ディスプレイ，デジタルTVなど重要な技術テーマについて15年前後の 
31)技術ロードマップによる開発活動における共通理解の枠組みや対話の役割に
ついては， R.Galvin.，"Science roadmaps"，Science，Vol.280，Issue 5365，1998， 
p803.を参照。また技術ロードマップの意義については，安永裕幸ほか「研究
開発マネジメント・ツールとしての技術ロードマップの策定・利用に関する
考察Jr ，2006年， 117~128研究技術計画』研究・技術計画学会， Vol.21，NQ1
頁を参照。 
32)村野和雄，前掲稿， 3頁。 
(763) 75 

プラットフォームによる開発体制の意義と課題
期間で技術のロードマップを作成し，このマップρに沿ってそれぞれの技
術テーマに関連する多様な分野の人材を集め，そこで自ら何をすべきか
を全員で考え，共有していく場としてプラットフォームを設けて開発に
取組んで、いるが，そのマップは事業戦略に照らし合わせて毎年 1回の見
直しを行っている目立のケース33)にみられる。
いずれにしても将来の事業動向を見据えて明確に設定した経営戦略と
その技術的手段としての技術戦略とを関連づけ，整合化することは，技
術開発の方向性を全社的に明確に位置づけ 限られた開発資源の中でコ
ア技術を中心に効率的に開発を進めていく上で不可避である。それらに
関連する多様な技術情報，要素技術，人材や部門などの要素を共通の場
へ集結し，効率的に活用していく開発基盤としてプラットフォームの必
要性が高まることとなる。 
4)事業コンセプトに対応した技術戦略
第 4は，ビジネスモデルや経営戦略の中で，特に事業コンセプトに対
応した開発活動を効率的に実践していく要因からである。なかでもこれ
まで自社で経験のない新製品の開発や新規事業の創出などのイノベー
ションに向けた技術戦略を遂行していく場合 まずはどのような製品・
サービスが市場で受容され，競合企業に対して優位性ある事業となるか
を評価することが必要となる。まさに自社の強みと事業機会を最大限に
活かす明確な事業コンセプトを前面に打ち出し，それに沿って関連する
多様な要素技術，情報や人材を集結し，開発していくことが効率的であ
り，そのための共通の開発基盤づくりが求められる。
また今日競争力ある事業を展開していく上で，既存製品やサービスを
ユーザーの立場から見直すなど市場との関係を踏まえた製品コンセプト 
33)中村道治，前掲稿， II ~12頁。 
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に沿ってコア技術などの技術力を確立すべき技術戦略の策定が重要な課
題となっている。というのも 例えばパソコンやデジカメの開発におい
て，今や単にCPUの高速化や画素数を増やす他に，動画や写真編集な
ど新機能の創出，携帯性や操作容易性などユーザーが製品の価値を評価
するもので，製品の提供する本質的な顧客の価値を意味し，競争優位を
構築する上で重要な要素となる製品コンセプトに沿って技術戦略を遂行
しなければ，いくら優れた技術でも市場で事業として受容され，競争力
を発揮することが困難だからである。その意味で 製品コンセプトの策
定において重要となるのが製品に対して特別な意味を見出して対価を
支払ってもらえるような顧客価値の把握や創造であり 3ペその技術的手
段として開発成果やコア技術の創出というアプローチに基づく技術戦略
の策定が重要となる。
さらに将来のビジネス・スタイルを大きく変革する可能性を潜めてい
るものの，それらの市場ニーズはおろか市場の実態を見極めることの難
しいナノテクノロジーやバイオテクノロジーなどの新技術を事業化する
にあたっては，まずはどのような価値の製品やサービスを提供するかの
ニーズを顕在化し，それに対応する独自の製品コンセプトを明確に策定
する必要がある。それを技術的に実現していくような多様な要素を適切
に集結し，効率的に開発へ取組む共通の開発基盤の構築が求められる。
この点からも，事業コンセプトに関連する技術情報や人材など多様な要
素を共通の場に適切に集結し，効率的に開発していく開発基盤としてプ
ラットフォームの必要性が高まる。
いずれにしても単に開発成果が創出されてからその活用を考えるので 
34) r4分の 1インチのドリルが売れたのは，人々が4分の 1インチ・ドリルを欲
したからではなく， 4分の 1インチの穴を欲したからであるjというレオ・
マックギブナの指摘にあるように，製品コンセプトの策定において本質的な
顧客の価値を把握することの重要さが理解される。山田英夫『逆転の競争戦
略』生産性出版， 1995年， 114頁。 
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はなく，市場ニーズに沿った事業化を図っていく製品や事業コンセプト
と整合させ，事業成果の期待できそうな開発テーマを選定し，それに相
応しい多様な要素を共通の場に集結し，効率的に開発する基盤としてプ
ラットフォームの必要性が高まることとなる。
5)開発の効率化
最後は，高度化，複合化，迅速化する現在の開発環境に対する開発効
率性の追求要因からである。開発の高度・複合化は，これまで以上に開
発に係る最新の技術情報や研究人材へ迅速にアクセスし，活用すること
を必要とする。なかでも今日技術開発の最前線では 例えばDVDなど
大容量化のためのナノガラスの技術開発も，基礎研究に遡って可能と
なったように，今や科学的知識により解決しなければならない技術開発
の課題も多くなり，しかもその科学的知識の領域も拡大し，広範な科学
技術情報へのアクセスや活用が重要となっている。つまり既存の技術力
の枠組みを超えた新分野での開発ほど，新たな科学技術的知識の獲得や
活用が必要となっている。また開発のスピードアップが要求される開発
領域においては，開発のスピードアップに係る諸要素を共通の場に集結
させた開発が行われている。例えば，薄型TVの開発に当たって，関連
する技術者同士が迅速かつ緊密に連携をとれるようデジタル家電の開発
に関わる技術者をプラットフォームとしてのAVCネットワーク社に集
結させ，スピーデイな開発に取り組んでいる松下電器のケース35)がみら
れる。
さらに近年では，開発→生産→市場化の製品サイクルが短縮し，単に
開発のスピードアップだけではなく，開発と生産の同期化など市場情報
や技術情報はもとより，開発部門以外の部門を有機的に連携していくこ 
35) r日経エレクトロニクス』日経BP社， 2006年 4月24日， 104頁。 
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とが重要な課題となっている。そのため例えば，開発テーマが高度・複
雑化し，応用分野も多岐にわたるバイオテクノロジーの開発や事業化に
おいて，開発コストの低減や開発時間の短縮化など開発効率化のため，
中央研究所や基礎研究所をはじめ，社内関連事業所とグループ会社とを
連携すると同時に，要素技術となるバイオ計測技術，情報処理・解析技
術に対してはアウトソーシングの充実を図るなど外部の多様な要素を積
極的に集結するなどプラットフォーム化し，迅速な開発や事業化に取組
んでいる日立のケース36)がみられる。このように開発や事業化のスピー
ドアップなどの効率性を追求していく上で，特定の開発領域に関連する
最新の科学技術情報や研究人材，部門など多様な要素を広範な観点から
迅速に集結し，それらを活用していく共通の開発基盤としてプラット
フォームの必要性が強まることとなる。
あるいは近年，製品の高度・複雑化に伴い，製品開発や生産方法に係
る変革のーっとして，全体最適のために複雑な製品をより小さな独立し
た部分(モジ、ユール)に分解し，複雑性に対処するモジ、ユール化の進展
がみられる。すなわち高度で複雑な製品開発において，製品をいくつか
の独立した小さなモジ、ユールに分解し，それぞれのモジ、ユールごとに独
立して開発を行うことで，開発のスピードアップなど製品全体の開発を
効率化していく製品開発のモジ、ュール化が進んでいる37)。開発全体のコ
ストを抑え，迅速に開発していく製品開発のモジ、ユール化に伴い，他方
でモジュールごとに専門細分化された要素技術や人材などの要素を統合 
36)園田浩ほか「日立グループのバイオテクノロジ一分野への取り組みJ r目立評
論j Vol.86，Na10，2004年10月， 47~50頁。 
37)モジュール化と製品戦略の関係については，以下を参照。 Morris.C.R and C. 
H. Furguson.. “How Architecture Wins Technology Wars". Harvard Business 
Review. March-April. 1993. pp. 86-96. Sanderson. S and M. Uzumeri.. “Manag・ 
ing Product Families: The Case of the Sony Walkman". Research Policy. Vol. 
24. No. 5.1995. pp. 761-782. 
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していく製品開発の場合，それらの要素を共通の場に集結し，モジ、ユー
ルを関連づけて効率的に統合化製品を開発していく開発基盤としてプ
ラットフォームが求められる。例えばそれは 研究部門と生産技術部門
が一緒になって研究開発の早い段階から意識的にモジ、ユール化されたモ
ノづくりに力を入れると同時に，顧客，製造業者，サプライヤーを含め
た全体最適なモノづくりを図るための開発基盤としてプラットフォーム
を構築し，もの造り全体の最適な開発に取組んでいる目立のケース38)が
みられる。 
5 プラットフォームでの開発の特徴と課題 
1 )プラットフォームでの開発体制の特徴
開発の効率性や製品開発など特定の開発目的に向けて何らか固有の特
性をもった多様な要素が，自らにない特性を求めてプラットフォームに
関連づけられて集結することから，そこでの要素聞の関係づけは，固定
したクローズドというよりも自主性の強い対等の関係づけを基本とす
る39)。その意味で，プラットフォームでの開発は，開発力の向上，製品
の開発や新規事業の創出といった特定の目的に必要とする多様な要素が
それぞれの特性に応じて対等に関係づけられ 要素相互間で活用し合っ
ていくオープンな開発体制を特徴とするといえる。そのため共通の開発
基盤としてのプラットフォームでは，既存の枠組みを越えた創造的なイ
ノベーションの実現に必要とされる技術や人材などの要素は，その特性 
38)水野智昭ほか「目立グループのモノづくり改革への取り組みJ r目立評論jVol. 
88，NQ11，2006年11月， 52~55頁，河野顕臣ほか「目立モノづくり技術の総
合支援サービスi-engineeringJ，同誌， 74~77頁。 
39)これまでのタイトな分業関係に対して，緩やかな関係からなるダイナミズム
のあるオープンな産業集積の特徴については，サクセニアンの論述の中でも
みられる。サクセニアン著，大前研一訳『現代の二都物語』講談社， 1995 
年， 19~32頁。 
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に応じて可変的に関係づけられることとなる。こうした特定の開発目標
に向けて多様な要素の集結するプラットフォームでのオープンな開発体
制は，ソースコードが公開され，付属のライセンスに従う限り自由な改
変，再配布および無償での利用が許容されているLinuxに代表される
オープンソースソフトウェア (OSS)の開発体制でも既にみられる。
確かにこれまでも，新しい知識を創造し，知的資本を増強するため多
様な技術情報や人材などの交流や共有を通した開発がなされてきた40)。
ただしそれら要素聞の関係づけは，開発ないし事業化のプロセスに応じ
た技術力などの優劣が中心的な役割を果たすものであった。このような
開発力の向上や製品開発に向けて不足する能力や資源を補完する形での
クローズドな要素聞の関係づけでは その枠組みの中での要素の交流や
共有化にとどまり，既存の枠組みを越えた創造的な成果を達成するよう
なシナジー効果を発揮していく関係づけとしては必ずしも十分なもので
なかった。
それに対して新製品の開発など新しい知識を創造するためには，それ
に関連する既存の枠組みを超えた技術情報や人材など多様な要素の自由
な交流や共有化を促すオープンな開発システムが求められる。まさに自
らにない固有の特性を求めて自主性の強い対等な要素間の関係づけを基
本とするオープンな開発体制により 既存の枠組みを超えた創造的な知
識の創造が期待されることとなる。プラットフォームがそうしたオープ
ンな開発基盤としての役割を担い，新しい知識や技術を創造すると，そ
こでの新たな成果がさらなる新しい技術アイデアを創造する価値連鎖の
特徴を，いわばイノベーションの促進や開発の苗床機能をプラット
フォームは発揮することとなる。それは，例えば抗菌や脱臭のための光 
40)製品開発にとって，自由な情報の共有化や知識移転の促進が図られる学習の
場の必要性については，松行康夫・松行彬子『価値創造経営論j税務経理協
会， 2004年，第 6章を参照。 
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触媒技術を東京大学とともにプラットフォームで共同開発し，その光触
媒技術による開発成果をさらなる新たな機能の模索や開発に取組んでい
るTOTO研究所のケース41) あるいはユピキタス情報社会に向けたIT基
盤を拡充するサービスプラットフォームでの開発成果を，さらに市場
ニーズに対応した付加価値の高い開発成果の創出を目指し，先進のデバ
イスやミドルソフトウェアなどの幅広い技術開発に取り組んでいる目立
のケース42)にみられる。
さらにオープンな開発基盤としての特徴をもっプラットフォームでの
自由な技術情報の受発信は，プラットフォーム内部ばかりでなく，外部
へのより広範な開発協力や開発連携を促すシグナルとしての機能にも期
待される。確かにプラットフォームにおけるオープンな技術情報の発信
は，一方でライバルに対する技術情報の流出をもたらすが，反面で広範
に技術情報が外部へ発信され その受信者がプラットフォームに関連す
る新たな要素として集結することで，結果として新たな技術アイデアや
ニーズ情報を踏まえた新知識の創造や製品開発などのイノベーションを
実現する効果にも期待される。
例えばそれは， 6つの研究所が年 l回のプラットフォームでの研究発
表会を通して，社内の幹部や事業部門の関係者ばかりでなく，主要顧客
にも最新の研究成果をオープンに発表することで，幅広く技術成果が理
解され，社内外の広範な要素を踏まえた新しい知識を創造していくイノ
ベーション活動へ活発に取組んでいる目立のケース43)，あるいは利用ア
イデアの多い人体通信技術の付加価値をプラットフォームでの開発にお 
41)吉久保誠一「オープンイノベーションによるプラットフォーム技術の育成Jr技
術と経済』鮒科学技術と経済の会， 2007年3月号， 62~63頁。 
42)河野克己「生活とITとの融合を実現するサービスプラットフォームの拡充と
適用例J r目立評論.1Vol.87，NQ 7，2005年7月， 51~56頁。 
43)中村道治，前掲稿， 11~12頁。 
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いてレベルアップしていく上で 事業化ビジョンや機能仕様などオープ
ンな報道発表を通して開発アイデアを広く募集した結果，国内外300機
関以上から開発アイデアを収集し，それら外部の機関と実用化に向けて
人体通信RedTactonの開発に取組んでいるNTTのケース必)などがあげ
られる。
このようにプラットフォームでのオープンな開発体制は，プラット
フォームでもたらされる開発成果に対するピジネスチャンスを確認する
と同時に，開発に必要な関連要素を再認識する効果にも期待される。ま
たプラットフォームでのオープンな開発体制を通して有益な要素が積極
的に活用されるほど，プラットフォームでの有効な要素活用の評判を高
める要因となる。その意味で，プラットフォームでのオープンな開発体
制は，単に要素間での自由な交流による知識の創造や新製品の開発など
の経済的成果ばかりでなく，非経済的な評判を高めることにもつながる。 
2 )プラットフォームでの開発体制の課題と対応
プラットフォームでの開発は，関連する技術情報，人材や部門など多
様な要素が共通の場に集結し それらを活用することで新知識の創造や
新製品の開発などイノベーションの実現に資する開発基盤としての機能
をもっていた。ただしプラットフォームでの開発に集結する要素が多様
化し，かっそれら要素間での自立性の強い対等な関係づけを基本とする
オープンな開発体制を特徴とするほど，プラットフォームでの開発全体
として最適な要素をどのように集結し，それら要素聞でシナジー効果を
発揮していくように調整していくことが難しくなる。
そこで，固有の特性をもっ多様な要素が対等の関係づけにより，開発 
44)曽根岡昭直 iNTTの飛躍のためにJWNTT技術ジャーナルj2007年3月号，
 
8 ~13頁。
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の効率性や製品開発など特定の開発目的を達成していく上で，プラット
フォームでの開発上の課題とその対応について以下でみていこう。 
① 	集結要素の探索と評価
新製品の開発などイノベーションの実現に関連する多様な要素の中で，
真に必要な要素をいかに探索，評価し，プラットフォームへ集結してい
くかの問題が，プラットフォームでの開発の第 1の課題としてあげられ
る45)。そのためプラットフォームでの開発には，まずは多様な要素を集
結し，活用するに相応しい依存関係の強い開発テーマや開発規模の開発
活動かを評価することが必要となる。
つまりプラットフォームでの開発に必要な要素を探索，評価ないし集
結していく上で，まずは自らの開発テーマや開発活動が真に多様な要素
の集結とその活用を継続的に必要とし，かつどこまでをプラットフォー
ムに組み込むかを評価することが前提条件となる46)。これは，技術情報
や人材など多様な要素を集結するに相応しい依存関係の強い開発テーマ
や開発規模を必要としない 換言すると単独ないし小規模な要素の方が
より大きな価値や効果をもたらす開発活動に対しては，プラットフォー
ムでの開発は相応しくないことを示唆している。その上で，プラット 
45)要素として，とくに外部開発力を活用していく上での問題をみていくと， I必
要な社外技術を見出し，獲得するマネジメントや組織不足」の他，社外技術
活用の重要性に関する認識不足や社外技術の吸収能力不足の問題がみられる。
ここにも，プラットフォームに要素を集結するにあたって，集結すべき要素
として，とくに外部の技術を組織的に活用していくことを認識し，探索して
いく能力不足がネックとなっていることが分る。安部忠彦「企業の研究開発
における社外資源活用の実態と課題J r研究レポート』富士通総研経済研究所， 
Nn164，2003年， 20~21頁。 
46)ウエストは，以下の論文において企業の開発領域について，どこまでをオー
プンないしクローズドな領域とするか，あるいはプラットフォームとするか
などの視点から論じている。 West，].，“How open is open enough ?: Melding 
proprietary and open source plaぜormstrategies"，Research Policy，Vol.32，Is-
sue7，2003，pp. 1259-1285. 
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フォームに集結するに必要な要素を明確にするとともに，プラット
フォームでの開発に集結し，活用していくレベルに要素が達し，かつ適
しているかを評価することが必要となる。
さらに特定の開発目的に応じて集結すべき要素の探索や評価の支援と
なるような研究技術者，特許などの技術情報やニーズ情報に係るデータ
ベースを構築し，あるいは研究発表会や技術懇談会の開催など技術ニー
ズとシーズに関する情報収集や交流を促進していくシステムや部署を整
備していくことが必要となる。例えば トップマネジメントの間接的な
支援の下で，研究技術者の間で関心の高い開発テーマについて活発な情
報交流やアイデア交換を行うため，研究技術者全員が加入し，自主的に
運営するプラットフォームとしての「テクニカルフォーラム」を設けて
いる住友スリーエムのケースをはじめ，グループの高機能材料に係る関
係者が集結し，特定の開発目的に向けて協力し合うプラットフォームで
の開発拠点として目立の材料研究所を位置づけると同時に，同研究所を
グループ全体の材料技術の情報や人材が恒常的に把握できる拠点として
も位置づけているケース47)がみられる。こうした対応が，プラット
フォームでの開発において集結すべき技術情報や人材など要素の探索や
評価能力を高め，プラットフォームでの要素間のシナジー効果による開
発成果の創出など創造的な活動を継続的にもたらす出発点にもなると換
言される。 
② 効率性の追求
多様な要素を集結し，それらを活用していくコスト負担をはじめ，新
知識の創造や製品開発までに時間をかけ過ぎると機会損失につながるな
どコスト/パフォーマンスの効率性の問題が，プラットフォームでの開
発の第 2の課題としてあげられる。新知識の創造や新製品の開発という 
47)住友スリー エムホー ムペー ジ，中村道治，前掲稿， 6頁。 
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本来リスクの高い特定の開発目的を実現していく開発基盤としてのプ
ラットフォームでの開発には，確かに成果が得られるまである程度の時
間を要し，コストやリスクの負担が強いられる。とはいえ，コスト・パ
フォーマンスの効率性の観点から開発基盤としてプラットフォーム自体
を確立していかなければ その成立自体はもとより プラットフォーム
での開発効率性の機能も十分に追及されない。なかでも開発活動が複雑
化し，細かくモジュール化され，関連する専門要素が多様化するほど，
それらを集結し，シナジー効果を発揮する上で調整コストの負担が大き
くなり，プラットフォームでの効率性の問題が大きくなる。
そのためプラットフォームでの開発には，技術情報や人材などの要素
提供といった何らかのコストを負担し それを基に成果という便益を享
受するコスト・パフォーマンスの評価が不可避となる。例えば，基盤技
術が持つ幅広い事業化可能性について市場や顧客ニーズを踏まえた上で，
開発や事業的に成り立つかのコスト・パフォーマンスを評価する「総合
プロデユース制度Jを設けて，開発領域を限定し，差別化ができるよう
事業化の方向性を徹底的に絞り込むなど基盤技術に係るプラットフォー
ムでの開発を進めているNTTのケース48)がみられる。その上で，開発
の効率性や製品の開発という目に見える形で成果をあげ，評価を高める
ことが，より優れた関連する技術情報や人材などの要素を集結しやすく
し，プラットフォームでの開発パフォーマンスや効率性を高めていくこ
ととなろう。
と同時に，中止を含めてプラットフォームでの開発活動を随時チェッ
クしていくことも プラットフォームでの時間管理やコスト・パフォー
マンスの意識を高めていくことに役立とう。それは，例えば研究開発の
初期段階からステージゲート方式によるロードマップを策定し，それに 
48)井上友二，前掲稿， 14~21頁，曽根岡昭直，前掲稿， 8頁。
 
49)経済産業省産業技術環境局編，前掲書， 76頁。
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基づいてプラットフォームで開発テーマを取捨選択し，研究開発の投資
効率の向上を図っている帝人のケース49)などがみられる。
あるいは知識の創造や新製品の開発などイノベーションの推進で評価
の高いプラットフォームでの開発に目を配り，自らの知的資本や開発能
力の増強に適したプラットフォームでの開発に参加し，開発の経験を積
んでいくことも，プラットフォームでの開発活動の効率性を高めること
に役立とう。例えば， HP，インテル， IBM，NECなど世界60社以上の
主要LinuxユーザーとIT業界のリーダー的企業からなる，いわばグロー
パルなプラットフォームとしてのuSDL(upen Source Development 
Labs)の標準化活動に参加し，オープンソース開発への貢献を行うと
ともに，自社でのオープンソースの利用促進の開発を図っているNTT
のケース50)がみられる。 
③ Win田 Winの関係構築
第 3の課題として，独自の特性をもっ多様な要素が集結し，それら要
素の相互活用を通して開発していくだけに，自己対価なくして便益を享
受しようとするフリーライダー(ただ乗り)の存在など要素の利己主義
の追求からもたらされる十分なシナジー効果の発揮されない問題があげ
られる。この課題はまた プラットフォームにおける要素間での一方的
な関係ではなく，シナジー効果を発揮すべく相互作用をもたらすような 
Win-Winの関係をいかに構築するかの課題とも換言される。
この課題に対しては，一つに財やサービス市場と同様，知識の創造や
製品開発のためにどのような要素の取引が必要かを識別し，その取引要
件を規定した上で，市場で取引を行うことに合意し，成立する「知識市 
50)内田直樹・真鍋義文「オープンソースソフトウェア (OSS)の標準化傾向JfNTT
技術ジャーナルj2005年 5月号， 66~67頁。 
51)ダベンポート， トーマス H，ブルサック，ローレンス著，梅本勝博訳『ワー
キング・ナレッジ』生産性出版， 2000年， 61~91頁。 
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場Jのアプローチ51)が必要となろう。すなわち知識市場が成立するには，
まずは技術情報など要素の提供者はその利用者が将来自分にとって有益
な技術情報など要素をもたらしてくれることを期待する「互恵主義jが
成立条件としてあげられる。この互恵主義がプラットフォームの要素間
で成立すると，必然的に要素間での利己主義は排され，相互作用が期待
されるなどWin-Winの関係構築につながることとなる。例えば，追求す
べき新たな現象が次々と発見され，研究領域が広がると同時に，新たな
ビジネスチャンスに遭遇するなどの互恵主義の下で，東京大学と 
TOTOの双方が光触媒技術に係るプラットフォームでの共同開発に取
組み，双方向的な関係を構築しているケース闘があげられる。
次いで，プラットフォームにおける知識市場の成立条件として，技術
情報など要素の提供者と利用者との間での相互信頼があげられる。相互
信頼がなければ，プラットフォームでの開発における技術情報など要素
間でのスムースな交流や共有化を前提とする知識の創造や製品開発など
の効果に期待することも困難となり， Win-Winの関係構築も成り立たな
いこととなる。
したがってプラットフォームでの開発において要素間で、Win-Winの関
係を構築するためにも，要素間での互恵主義や相互信頼の存在が不可欠
となる。それは，例えば市場を独占するために特許権を一方的に主張し，
相互に牽制し合うのではなく，お互いが互恵主義や相互信頼の下で標準
規格に必須の特許を一堂に集め，その標準規格を使用する機器メーカー
に対してそれらの特許を一括して低額でライセンスすることにより，機
器価格を抑え，機器の普及を図ることで共存共栄という Win-Winの関係 
52)吉久保誠一，前掲稿， 60頁。 
53)パテントプールについては 長岡貞男「技術標準，パテント・プールと今後
の標準政策Jr研究技術計画』研究・技術計画学会， VoL 17，No. 1 / 2，2002 
年， 25頁を参照。 
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構築を図っている「パテントプールjの基本理念53)とも通じるものがある。 
④ 要素聞の調整
プラットフォームにおいては，単に関連する技術情報など要素の量的
拡大を図るだけでなく，それら自立性の強い固有の特性をもっ多様な要
素間でシナジー効果を発揮していくように調整していくことが大きな課
題となる。この課題に対しては，まずはプラットフォームに集結し，実
現すべき目的の明確な設定とその共有化が基本要件となる。つまりプ
ラットフォームでの開発を通してどのような開発成果や製品開発をめざ
すかの共通の目的を設定し それを集結する要素それぞれが十分に理解
し，共有することが要素問での調整の前提条件となる。これは， iはじ
めに技術情報など要素ありき」の下で要素をプラットフォームに集結す
るのではなく，まずは開発力の向上や製品開発などプラットフォームで
実現すべく開発目的を明確にし，それを理解し，その実現に適した技術
情報や人材などの要素を集結するというアプローチが必要となることを
示唆している。
さらにその上で，プラットフォームでの開発を通して要素の抱える問
題解決の場となるよう弘)要素の課題を明確にすることも，要素聞での調
整にとって必要となる。そのためにも，プラットフォームに集結する多
様な要素それぞれの課題を把握し，ニーズを的確に汲み取り，それらに
対処していくコーディネート機能の整備も必要となろう。なかでも道な
き道を進まなければならない異分野融合の新規の開発分野では，異質の
技術情報や人材などの要素を一つの開発プランにまとめ，適宜調整する
専門のコーデイネート機能が必要となる55)。 
54)プラットフォームを，そこに参加するメンバーの問題解決の場として捉える
主唱は，以下の文献の中でもみられる。 Iansiti，M and Levien，R.， The Key-
sωne Advantage: What the New Business Ecosystems Mean for Strategy，Innovation， 
2004.，Boston: Harvard Business School Pressか，and Sustainabili
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またプラットフォームでの要素聞の調整の課題に対しては，プラット
フォームでの各要素の位置づけや役割分担，および成果配分や取り扱い
についてのアウトラインを事前に明確にし，合意し，責任をもって自主
的に活動にあたることが必要となる。というのも特定の開発目的に関連
する独自性の強い固有の特性を有する要素間での対等な関係づけによる
プラットフォームでの開発活動だけに，要素自らの位置づけ，担当する
役割や成果配分についてのアウトラインを事前に明確にし，合意してそ
れぞれの役割に責任をもって自主的に対応していくことが，要素間での
調整の手間を省き パフォーマンスを高めることにつながるからである。
それは，例えばグループ内で優秀な高機能材料，先端材料の技術をもっ
目立電線，目立化成，日立金属などのグループ企業に対して，低コスト
化のための革新的な材料の開発 低コスト製造ラインの実現に向けた新
しい製造検査装置の開発といった役割分担を事前に明確にし，特定の開
発目的としてデジタルTVの付加価値を最大化するプラットフォームで
の開発に取組んでいる目立グループのケース日)がみられる。
いずれにしても開発の効率性や製品開発など特定の開発目的に関連す
る要素をプラットフォームに集結し，要素間で調整していく上で，共通
する目標を設定，共有するとともに，集結する要素のニーズや課題を評
価し，適宜調整していくコーディネート機能を整備し，さらに開発目的
の実現に向けて要素間での役割分担を事前に合意していくことが必要と 
55)こうしたコーデイネート機能は ガワー/クスマノによるイノベーションを
急速に仕掛け，相互作用の循環を生じさせる，また l企業の事業展開， 1製
品あるいは l部品の技術仕様をはるかに超えて広がるビジョンをもち，その
意思決定はより広い範囲の産業における研究と新製品開発への投資を促進す
る「プラットフォーム・リーダーシップJの特徴で表わされている。アナベ
ル・ガワ-/マイケル・クスマノ著，小林敏男監訳『プラットフォームリー
ダーシップ』有斐閣， 2005年， 332頁。 
56)中村道治，前掲稿， 5頁。 
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なる。 
⑤ 固有能力の保有と評価
プラットフォームでの開発上の課題として 要素間での相互作用を通
して開発成果を創出していく要素自らの固有の能力や特性の保有はもと
より，プラットフォームでの開発成果をさらに競争力ある独自の製品開
発や事業化へ活用していく能力自体の保持や強化があげられる。という
のもプラットフォームでの開発では，一方で共通の開発目的に係る共用
性の強い開発成果を創出していくとともに，他方でその開発成果を，と
くにコアとなる開発や事業化領域において差別化をもたらすような独自
の製品開発や事業化へ結びつけていく固有の開発力や事業化能力をいか
に保有し，強化していくかも同時に大きな課題となるからである。これ
は，プラットフォームでの開発には，プラットフォームでの固有の開発
力や特性の他に，プラットフォームでの開発成果に基づきさらなる多様
な市場ニーズへの適用可能'性を高め，競争力を発揮していく独自の開発
力や事業化能力が，プラットフォームに集結する要素個々に問われるこ
とを示唆している。
こうした課題に対して 例えば「脱臭や臭いの分析技術」や「微生物
の評価・制御技術」など固有の独自技術を既に自ら保有した上で，プ
ラットフォームで、の光触媒超親水'性の技術開発に取組み，さらにそこで
の成果を限られた時間の中で実用技術まで発展させ，事業展開を図って
いるTOTOのケースにみられるように57) まずはプラットフォームで取
組む開発テーマに対する固有の能力や特性 さらにプラットフォームで
の開発成果を事業化へ活用していく能力を自ら保有ないし評価していく
ことが必要となる。また評価にあたっては，例えば自社開発した画像処
理用のシステムLSIiDIGICJを共通の技術プラットフォームとして適 
57)吉久保誠一，前掲稿， 63頁。 
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用していくにあたって，他の撮像素子メーカーに主導権を握られないよ
う「キヤノンらしい画質を得るための測定基準Jづくりを社内で進めて
きたキヤノンにみられるよう 保有能力の基準を予め規定していくこと
も必要となろう。あるいは薄型TVのプラットフォームでの開発におい
て，自社で鍵となるデバイスを抱え込み，ブラック・ボックス化するこ
とで競争力を維持しようとする松下電器にみられるように58)，プラット
フォームでの開発においては固有の技術力や特性を秘匿するなどの措置
も必要となろう。
そもそも固有の特性を発揮し かっプラットフォームでの開発成果を
応用してさらなる開発や事業化へ貢献していくことのできないような要
素を集結しても，要素間でのシナジー効果の発揮はもとより，役割分担
による自主的な開発活動自体に期待できない。その意味で，開発の効率
性や製品開発などプラットフォームでの開発目的に貢献するような何ら
かの固有の特性を自ら保有し，強化する要素を集結することによって，
はじめてプラットフォームでの開発力の向上や製品開発，さらにその成
果を活用した競争力を発揮していくこととなろう。
いずれにしてもプラットフォームでの開発には，開発力の向上や新製
品の開発などイノベーションの実現の場に相応しいレベルの技術力や固
有の特性を保有しているかを評価した上で，要素を集結することで，は
じめてプラットフォームでの開発目的が効率的に達成されることとなる。
と同時にそのことは 要素問での技術力や能力格差による一方的な関係
を排し，要素間での相互活用によるWin-Winの関係をもたらし，要素間
のアイデンティティやプラットフォーム自体の評判を高めることにもつ
ながる。 
58) r日経エレクトロニクス』日経BP社， 2006年4月24日， 102~104頁。 
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6 まとめ
経済を活性化していく上で，新製品や高付加価値製品の開発などイノ
ベーションおよぴその原動力となる研究開発が重視されていた。しかし
ながら研究開発が必ずしも競争力ある事業活動へスムースに結びついて
いない現状から，単にイノベーションの原動力となる開発成果の創出に
注視するだけでなく，事業化までの広範なイノベーション・プロセス全
体を効率的にマネジメントしていくことが重要な課題となっていた。し
かもこのイノベーション・プロセスのマネジメントには，多様な技術情
報やニーズ情報の他に，設計開発，生産，販売など研究開発以外の多数
の部門との有機的な連携が必要となっていた。
このように製品開発などイノベーションに関連する多様な要素を共通
の場に集結し，相互に活用し合うことで，開発効率の向上や新製品の開
発を促す開発基盤としてプラットフォームがあげられた。プラット
フォームでの開発は イノベーション・プロセスのマネジメントの他に，
オープンなビジネスモデルや経営戦略と一体化した中で高度で複雑な開
発活動を効率的に遂行していく技術戦略上の要因からその必要性を高め
ていた。
そしてプラットフォームでの開発には，集結する要素間での分業関係
による開発効率性の追求をはじめ，要素技術の組み合わせや融合による
製品開発などイノベーションの促進や新しい開発アイデア創造の苗床な
どの機能がみられた。またプラットフォームでの開発体制は，開発力の
向上や新製品の開発など特定の開発目的を実現するため固有の特性を有
した独自性の強い要素間での対等の関係づけによるオープンな開発体制
を特徴としていた。しかもそれは，単なる技術情報や要素技術，人材な
ど要素の寄せ集めにより新知識を創造し，製品を開発するのではなく，
将来の市場ニーズを見据えたビジネスモデルや事業コンセプトに沿って 
(781) 93 

プラットフォームによる開発体制の意義と課題
策定された技術戦略に必要とする要素をプラットフォームでの開発に集
結することを必要としていた。そこからプラットフォームでの開発は，
それに相応しい要素間での対等の関係づけによる自由な交流を図るオー
プンな開発体制を特徴とすると同時に そこで達成された開発成果も技
術の標準化などで活用すべくオープンなビジネスモデルや経営戦略の策
定を必要としていた。
ただしプラットフォームでの開発には，いかにプラットフォームでの
開発に適した技術情報，人材や部門などの要素を集結し，それらを調整，
統合していくかの問題をはじめ コスト・パフォーマンスの観点からプ
ラットフォーム自体の効率性を図っていく問題や要素間での利己主義を
排したWin-Winの関係をいかに構築するかなどの課題がみられた。
そのためにもプラットフォームでの開発には それに相応しい要素間
での依存関係の強い開発テーマの下で，しかも目的の共有化に基づき，
それに相応しい固有の能力や特性を保有した要素を探索，評価してプ
ラットフォームに集結させ それぞれの役割分担や位置づけについて事
前に合意した上で，自主的に開発活動に取組んでいく姿勢が必要であっ
た。またプラットフォームでWin-Winの要素関係を構築していく上で，
要素聞での互恵主義や相互信頼の成立も不可避となっていた。逆にそう
した条件が整備されて，はじめてプラットフォームでの開発の機能が有
効に発揮されることとなる。 
(2008年11月20日受理) 
94 (782) 

